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研究成果の概要（和文）： 本研究は、東日本大震災、火山噴火、口蹄疫という大災害を取り上げ、その復旧・復興過
程における住民（自助）、NPOや大学（共助）、地方自治体・国（公助）の連携のあり方を分析し、以下の研究成果を
得た。
　１）未曾有の大災害では、事前に作成した危機管理マニュアルが役に立たず、次々と発生する問題に臨機応変に対応
できるかが復旧・復興を大きく左右した。２）大災害では被害の様相は多様かつ複雑であるため、市町村の権限の拡大
が重要である。３）公共的な支援が難しい復興場面ではNPOによる取り組みが有効であった。４）「災害復興基金」を
有効に活用するためには、被災した市町村単位に基金の活用を任せることが重要である。

研究成果の概要（英文）：This study took up a catastrophe as an Great East Japan Earthquake, a volcanic 
eruption disaster and foot-and-mouth disease, and analyzed a way of desirable cooperation among 
residents, NPO and government in the process of reconstruction. Research results are as follows.
1) The risk management manual made beforehand wasn't useful for such big catastrophe. Many kinds of 
problems which have not been experienced were occurring in sequence, these made difficult to recovery and 
reconstruction from catastrophe. 2) The aspects of damage in such catastrophe are various and 
complicated, therefore the role of the local government is very important. When a catastrophe occurred, 
it's important to extend the authority of the local government. 3) In the case of reconstruction which an 
opinion among the residents is opposed, support activities by NPO was effective. 4) The utilization of 
"Disaster Recovery Fund" plays an important role in the reconstruction corresponds to resident's needs.

研究分野：農業経営学、農業経済学

キーワード： 災害復興　津波被害　放射能災害　火山噴火災害　口蹄疫　自助・共助・公助

  ６版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
東日本大震災とそれに起因する福島第１
原子力発電所の破壊と放射性物質の拡散が、
現代社会に生きる我々に問いかけているこ
とはきわめて大きくかつ深刻である。さらに、
相次ぐ大規模地震の発生、ゲリラ豪雨による
大規模土砂崩れ、三宅島・雲仙普賢岳・新燃
岳の噴火、さらには口蹄疫・鳥インフルエン
ザの発生等、農業・農村の存立を脅かす大災
害が頻発している。こうした災害に対してこ
れまで農業経済学・農業経営学・農村社会学
の分野では、被害調査、復興に関する農家の
意向調査等は実施してきたが、いずれも断片
的な調査研究にとどまっており、大災害に対
する農業・農村の危機管理システムの構築ま
でには至っていない。 

 
２．研究の目的 
本研究の第１の目的は、東日本大震災、奥
尻島の津波災害、三宅島の噴火、口蹄疫の発
生という大規模災害を取り上げ、その復旧・
復興過程における時間とともに変化する課
題を体系的に類型整理することにある。さら
に、こうした課題を住民（自助）、NPOや大
学等（共助）、地方自治体・国（公助）が連
携してどのように解決すべきか理論的に解
明するとともに、こうした組織が連携して問
題解決を行う場面で活用できる住民参加型
の予測・計画手法を開発・実証する。 
 
３．研究の方法 
本研究では、研究目的（自助・共助・公助
連携による大災害に対する危機管理システ
ムの解明と住民参加型の戦略的復興支援手
法の開発）を達成するため、これまで経験し
た大災害（津波・放射線被害・火山噴火・口
蹄疫）を取り上げ、その発生から復旧・復興
に至るまでの取り組みを社会科学的視点か
ら総合的に評価する。復興段階では、復興計
画づくりを支援できる地域農業の動向予測
手法、被災地で誕生している新たな担い手の
農業経営戦略策定支援手法、圃場１筆を単位
とした放射能汚染マップを活用した地域営
農診断手法の開発と普及を行う。 
 
４．研究成果 
(1)震災からの時間経過に伴う自助・共助・
公助連携のあり方 
①災害復旧・復興のプロセス 
 本研究では、災害への対応局面を準備期、
緊急対応期、復旧期、復興・新生期に分けて
対策確立のための課題を整理した。準備期は
災害への十分な備えを用意する時期である。
ここでは、災害が発生した場合に予想される
対応の局面を抽出し、具体的な対策を整理す
る。一般的には災害時緊急対応マニュアルな
どが活用されるが、想定を超える大災害への
対応マニュアルの構築は難しい。緊急対応期
は、人命や財産を守るための活動を集中的に
展開する時期である。具体的には、第１に人

命救助が、続いて避難先の確保と避難先での
生活の保証、避難先での健康維持、破壊され
たライフラインの復旧、支援物資の迅速な配
分、ボランティアの受け容れシステムの構築
などがあげられる。復旧期は、家庭レベルで
の生活の回復、農業および商工業における事
業の再開、行政サービスの復活を実践する時
期である。復興・新生期では、個人、事業者、
行政機関が災害前の機能を取り戻すととも
に、再生に向けての新たな生活・産業活動の
展開を組織化する。 
②農業・農村の災害復旧・復興課題 
 災害からの農業・農村の復旧では、基本イ
ンフラの整備が課題となるが、被災者が受け
た心理的な被害、地区のコミュニティの崩壊、
失業・借金の返済、被害補償のあり方等、社
会的な被害への対応が課題となる。これらに
関する問題解決が迅速に行われない場合、基
本インフラ整備自体が誤った方向にいく恐
れがある。復興期では、新たな社会・産業シ
ステム創造のための取り組みが課題となる。
農業に関して言えば、速やかに農業復興の望
ましい方向を描き出して、その実現に向けた
インフラ整備を先導するという重要な役割
を果たすことが期待される。新生期では、整
備されたインフラのもとで新たな農業・農村
創造のための取り組みが実践される。ここで
は、被災者と関係機関が連携して地域農業を
支える担い手の経営発展モデル、新たな地域
農業の発展モデルとその支援施策の体系を
整理し、新たな地域創造に取り組むことが重
要な課題となる（表１参照）。 
表１ 大災害からの復興における自助・共 
助・公助の連携と課題 

 
(2)自助・共助・公助連携による農業・農村
の復旧・復興の取り組みの特性 
①東日本大震災の場合（相馬市での実践） 
＜津波被災農地の復旧＞ 
津波で被災した農地の復旧では、国・県・
市町村によるガレキの迅速な撤去、住民によ
って組織化された「復興組合」による圃場に
堆積した細かなガレキの除去、除塩のための
耕起、草刈り、東京農業大学による農地復元
技術の開発が相馬市と連携して行われ、甚大
な津波被害を受けた相馬市の水田は迅速に
復旧し水稲生産が可能になった。 
＜新たな担い手の育成＞ 
震災直後から農家の被災実態と復興意向
を調査した我々は、その調査結果に基づき震

問題解決
ステージ

生存確認・生活確保
（発生）

基本生活インフラ
復旧

産業インフラ整備と
農業復興

新たな農業・農村
創造（新生）

解決時期 発生直後～数週間 数週間～数ヶ月 数ヶ月～ 数ヶ月～

問題解決課題

・生存確認
・正確な被害把握
・食料・水・燃料・住居
確保
・個人住宅・宅地のガ
レキ除去

・水道・電気・ガス・情報
通信機能の復旧
・避難所・仮設住宅整備
・農業・農村復興を阻害
するガレキ除去

・新たな農地整備・農村
社会システムの構想
・復興構想の予算確保
・住民への説明と合意形
成

・新生のための戦略的
実践システムの開発
・合意形成と住民参加活
動の組織化

中心となる復興
主体と連携

「自助・公助中心，
共助従」連携

「自助・公助中心，
共助従」連携

「自助・公助・共助
対等」連携

「自助・公助・共助
対等」連携

研究課題

・想定を超える危機管
理のための迅速意思
決定
・迅速な問題解決のた
めの組織づくりと動か
し方
・想定外の大災害対応
マニュアルの開発

・短期・長期の被害拡大
プロセスの解明と被害予
測研究の展開（物理的被
害と無形被害（人・地域
社会・生活への影響））
・営農継続と新営農シス
テム創造に対する農家意
向の把握

・地域農業・農村システム
変化動向把握のための
住民参加型予測シミュ
レータ開発
・住民参加型地域農業復
興戦略モデルの開発

・自助・公助・共助連携
による農業・農村新生の
ための実践活動評価モ
ニタリングシステムの開
発と実証



災からの農業の復興に当たっては、津波で破
壊された農業機械の整備が最も重要である
と結論づけ、相馬市に農業機械の整備への尽
力を要請した（表２参照）。この提言を受け
た相馬市は各種の復興支援事業の有効性を
検討した結果、迅速な対応が望めるヤマト福
祉財団の助成事業に応募して採択され、助成
金３億円を受けて購入した農業機械を、農業
法人を組織化した組織に無償で貸与するこ
とを決定し、各地区に働きかけた。その結果、
合同会社タイプの３つの農業法人が結成さ
れて農業機械を貸与し、相馬農業の復興が加
速化された。 
表２ 農地・農業機械の被害程度と営農 

 
＜放射能汚染地区の農業の復興＞ 
相馬市では飯館村に隣接して放射線量が
高い玉野地区の農業の復興に頭を痛めてい
た。特に平成 23 年度の作付けで 100Bq/kg を
超える米が検出されるとともに、放射線量が
高い牧草地の除染が大きな問題となった。研
究代表者はこの問題を解決するために農地
１筆ごとの放射能汚染状況を把握するモニ
タリングシステムの開発を行った。開発した
システムは、１筆ごとの農地の放射能汚染の
実態を把握するとともに、作物への放射性セ
シウムの移行係数の推定を行い、水田、畑、
牧草の除染方法の決定を支援した。なお、こ
うした放射能汚染に関するモニタリング結
果は、被災農家にフィードバックされ、営農
展開の情報として活用されている。 
 ＜迅速な営農再開を支えたボランティア、
大学、NPO、民間企業による支援（共助）＞ 
津波被災地域の復旧・復興では、多様なボ
ランティア活動が大きな役割を果たした。震
災直後のガレキ撤去などの局面では、全国か
ら集まった一般のボランティアが大きな役
割を果たした。しかし、時間の経過に伴いボ
ランティアが急減するとともに、農業などの
復興場面では、より専門的な知識をもったボ
ランティアが求められた。この場面では、大
学による学生ボランティア派遣が有効であ
り、農業の復興、仮設住宅における花壇・菜
園指導などで大きな貢献を果たした。 
福島県二本松市の NPO 法人「ゆうきの里東
和ふるさとづくり協議会」は、農地線量測定
マップ作成や農産物の放射能測定サービス
などを実施し、地域の営農の継続に大きな役
割を果たした。災害復興の場面では、企業も
大きな貢献を果たしている。ヤマト運輸（ヤ
マト福祉財団）による農業法人に対する大型

農業機械の提供、ダノングループによる協同
型酪農牧場の設置、各種小売業による産直応
援市、多くの企業が参画した東北コットンプ
ロジェクトなどである。こうした支援は、金
額は国の予算よりもかなり小さいものの迅
速な支援が可能であり、災害からの復興に大
きな貢献を果たしている。 
 ②家畜の口蹄疫災害の場合 
  口蹄疫災害では、復興過程における農家の
自助活動・意識の分析を中心として、JAや生
産者部会（共助）、地方自治体・国（公助）
の役割と連携方策を評価した。 
＜農家の自助意識の特性＞ 
 家畜防疫への対応に関する農家自身の評
価と口蹄疫発生前後での対応･意識の変化を
評価した。調査は口蹄疫被害が最も大きかっ
た宮崎県川南町で実施し、町内の全肉用牛農
家 120 戸のうち、97 戸から回答を得た。 
 川南町では、平成 22 年 8月 27 日の口蹄疫
の「終息宣言」と併行して経営再開に向けた
支援を行ってきた。具体的には、特定疾病の
ない家畜の導入・飼育と地域ぐるみの防疫体
制確立、埋却地の確保・保全管理、資材の補
助や農地集約化等の経営対策、防疫環境対策
である。農家自身の飼養衛生管理基準の遵守
が不可欠となるなか、簡易に対応可能な対策
（外来者の長靴の消毒、訪問者の記録、外部
遮断区域と看板の設置の「３点セット」）を
町主導のもと徹底させたことを、農家は高く
評価した。なお、消毒液等の購入費用の負担
の大きさを農家は問題として指摘している
が、負担費用は実際にはそれほど高くない。 
＜自助･共助･公助による口蹄疫への対応＞ 
 口蹄疫発生直後の家畜防疫対応のうち、防
災意識保持と労力確保は農業者（自助）中心
に実施されるが、消毒のための機材や費用の
確保、災害情報収集、精神的負担への対応は
行政（公助）中心に行われた。また、復興段
階で要請される新規家畜導入と経営計画、飼
料関連の対策（安全な飼料確保、エコフィー
ド開発）、災害予測等は公助に自助あるいは
地域・大学（共助）が加わった形となってお
り、時間の経過とともに公助中心から自助・
共助へと比重が移っている。さらに、本来、
自助中心で対応すべきと想定される防疫面
の「消毒の機材確保」、「消毒液等の費用負担」、
経営再開に関わる「経営計画」、「販売面の情
報収集」では、公助（町役場等）に頼る傾向
が農家意識に認められる。 
 ＜口蹄疫災害からの今後の復興における
自助・共助・公助の連携のあり方＞ 
 以上の分析から口蹄疫災害地域では、最低
限の農家の費用負担の必要性とともに農家
レベルで実施すべき対策を農家が認識する
ことが重要である。すなわち、他人任せでは
なく農家自らが積極的に対応しつつ、関係機
関と有機的に連携して対策に取り組む必要
がある。また、国・県・隣町との役割分担で
は、縦のつながりと併せて横のつながり（関
係機関や他市町村との連携協定）も重要とな



る。自助・共助・公助の合理的な連携による
危機管理対策の展開のためには、地域全体に
おける意思決定体制（特に横のつながり）の
構築による迅速な対応が不可欠である。 
 ③住民が避難した火山災害の場合（三宅
島） 
三宅島で 2000 年に発生した雄山の噴火に
おける災害発生から長期間にわたる避難生
活を自助・共助・公助の連携によってどのよ
うに克服していったかを評価した。 
＜噴火から全島避難までの取組の特徴＞ 
 全島避難までの災害対応の特徴は、次の４
点に整理できる。①三宅村役場による全島避
難勧告に先駆けた島民の離島避難の早さ、②
大規模避難に際し、村による公式の住民説明
会を全く行わずに遂行しえた、③人的被害が
全くなかった、④ボランティアの多様な活動
が迅速な避難を支えた。 
＜避難先での暮らしへの対応の特徴＞ 
三宅島住民は、9 割が都内 23 区 26 市 3 
町に避難したものの、1 割の人々が 20 都道
府県に分散したため、避難先情報の把握や、
村からの情報提供に支障をきたした。 
当時島民の大半が、3 カ月以内には帰島で
きると考えていた。しかし、大量の火山ガス
放出の長期化により避難生活は長期化した。
長期化する避難生活に対する公助としては、
生活困窮者世帯への離職者支援金貸付、村に
よる過去に前例のない「利子補給」と「災害
保護事業」を実施した。さらに、「三宅村災
害保護特別事業」を実施し、預貯金が 500 万
円以下で生活保護が認定されない世帯も、生
活保護と同様の経済的支援を避難指示解除
まで継続した。避難中の島民が抱える問題で
ある「情報不足」と「コミュニティ支援」に
ついては、住所が判明している島民たちに向
けて、第 1 回の「広報みやけ」の郵送を開
始した。さらに、「情報連絡員」制度を 2001 
年 1 月から開始し、 20 名の島民が相談員と
して電話や訪問により島民の相談に応じた。
一方島民の中からは、自主的に「島民会」が
組織され、島民対話集会や、要望書の取りま
とめに貢献した。 
2004 年 7 月に村は「帰島に関する基本方
針」を発表した。帰島に向けて、村は「三宅
村帰島緊急支援事業」として、「三宅村帰島
計画」と「帰島生活再開の手引き」を公表し
た。また、帰島後の島民の暮らしを安定させ
るため、「居住安定支援制度」「被災者帰島再
建支援金制度」が準備された。 
 
(3)大災害からの復興における自助・共助・
公助の連携理論と望ましい連携のあり方 
①復旧復興時の自助・共助・公助の役割 
津波被害の場合、津波で喪失した農業機械
や施設を改めて購入して営農を再開するこ
とを多くの農家は選択できない。このため、
適切な組織に農地を貸与して農業を断念す
る農家が多かった。この問題に備えるために
は、農地を引き受ける担い手経営を平時から

意識的に育成しておくことが重要である。東
日本大震災で誕生した担い手経営の多くは、
災害以前から地域を支えていた農家である。 
公助は農業生産基盤の復旧など大規模な
予算を伴う事業、あるいは長期的な展望の下
で国・県・市町村が連携して復旧・復興に向
けて公共的な視点から活動を展開すること
が期待される。また、国・県・市町村といっ
た縦の関係だけでなく、姉妹都市など市町村
間の横の連携を構築しておいた市町村では、
姉妹都市から緊急対応期に迅速な支援を受
けて助かったケースが認められた。 
共助を構成するボランティアは迅速に復
旧に貢献できるため、非常に重要な機能を果
たす。NPO はボランティアよりも専門性が高
くある程度組織的な動きもできるので、行政
では対応が困難な被災者の多様なニーズに
即した対応場面で貢献できる。大学は NPO よ
りもはるかに高い専門的知識・技術を持つ組
織であり、産業の復興を未来志向で実現する
場面で貢献できる。企業は、より強い組織力
と資金力を有しているとともに、本業を通じ
た産業振興的な取り組みも可能である。共助
による農業支援は迅速性や柔軟性、専門性な
どを特長として自助と公助の間の大きな隙
間を埋める役割が期待される。 
 ②自助・共助・公助の連携理論 
＜共益の実現を目指す組織の重要性＞ 
大災害からの農業の復旧・復興場面では、
行政、農家、その他の支援組織とのパートナ
ーシップが重要である。特に農業の復興を考
える場合、企業の農業復興への参入、農業法
人など特定の担い手への支援の集中、復興に
関わる研究者組織の参加、ボランティアによ
る復興支援等、公益と私益に依拠した取り組
みとは異なる新たな組織による支援が必要
になる。従来の行政と農家との間で構築され
てきた平等、公平、中立、現状維持という価
値観に基づく対策から、復興を加速化できる
新たな担い手への集中支援の論理の解明が
重要である。 
さらに震災復興の成果を確実なものにす
るためには、公益と私益をつなぐ、共益を支
える新たなパートナーが必要になる。特に津
波被害地域における農地の集積と新たな担
い手への配分、担い手育成のための適切な政
策の展開、復興をビジネスチャンスと捉える
企業と行政・農家との間の利害の調整、復
旧・復興における各種のボランティアの受け
入れ等、明確な使命感と行動力をもって地域
の復興を支えるNPOのような新たな組織の育
成が急務である。 
＜パートナーシップ・マネジメント＞ 
大震災からの農業の復興局面において、地
域農業の発展を支え共益を追求する支援組
織の機能と役割、組織管理のあり方、私益を
追求する農家、公益を追求する行政との間の
パートナーシップや組織間関係の評価が重
要である。特に震災からの農業・農村の復興
に関しては、従来の NPO 組織の枠にとどまら



ず、行政と農業の担い手との間をつなぐ共益
的な活動、農家相互の利害の調整を大所高所
から行う活動、企業と農家とのトラブルや連
携を支援する活動が重要である。パートナー
シップについては、「私益・公益・共益等、
多様な活動目的を有する組織が協働して共
通の目的を実現するために連携すること」で
ある。ここで大切なことは、それぞれ異なる
目的を持った組織が共通の目的のために連
携することである。連携の関係について参加
組織間の対等な関係を重視するか、パワーの
優位性を重視するかによって連携の機能に
対する評価は異なる。こうしたパワーの優位
性の評価については組織間関係論の分析フ
レームが有効である。さらに、パートナーシ
ップの評価では、参加する組織の固有の能力
と弱点の評価、組織間の機能の補完関係、連
携によるシナジー効果の評価が重要になる。 
 
(4)農業・農村復興支援手法の開発 
 ①震災後の地域農業の予測手法 
 震災後の農業復興の方向を未来志向で明
確にするために、農林業センサス個票を活用
した水田作農業の将来動向を予測する手法
を開発した。開発した予測手法の概要は、以
下のとおりである。まず個々の農業経営体を
次の基準に従って「大規模化可能経営体」「現
状維持経営体」「離農予備群経営体」の 3 タ
イプに分類する。経営耕地面積規模 10ha 以
上、世帯主の年齢（75 歳未満を基準）、農業
従事日数、主要な農業機械の保有状況。シミ
ュレーションは、農業経営体の世帯主の年齢
を１年ごとに１歳加え、75歳で引退すると想
定する。世帯主の引退時期が来た経営体につ
いては、後継者への世代交代処理を行うとと
もに、離農予備群経営体の農地を大規模化可
能経営体が借地して経営規模を拡大すると
いう行動を評価することができる。 
 ②津波被災地域の担い手経営の経営戦略
策定支援システムの開発 
震災で誕生した大規模農業経営体を支援
するためのオーダーメイド型の農業経営分
析システムを開発した。 
オーダーメイド型農業経営分析とは、農家
１戸１戸の経営を解析して、個々の農家の問
題点の発掘、問題解決のための最適な処方箋
の提供を目指す方法と定義する。 
オーダーメイド型農業経営分析システムは、
「技術開発・経営実証試験に関するデータベ
ース」「経営分析モデル（線形計画モデル）」
「分析対象経営の情報」の３つのサブシステ
ムから構成される。このモデルの心臓は、「経
営分析モデル（線形計画モデル）」であり、
分析対象経営の診断・計画を行う線形計画モ
デルで構成される。開発したモデルは農家に
提供され、農家自らがこのモデルを用いて経
営にイノベーションをもたらす技術や経営
方法について分析する（図１参照）。 
 
 

図１ オーダーメイド型農業経営分析モデル 
 
③放射能汚染への対応システムの開発 
放射能汚染が深刻な相馬市玉野地区の迅
速かつ効率的な復興支援を行った。この取り
組みでは、放射能汚染地域における安全な農
業生産・農産物出荷のための実用的な放射能
モニタリングシステムの確立を目ざし、玉野
地区全体の 646 筆の水田、畑、牧草地を対象
に、農地１筆単位ごとの空間線量、土壌線量、
土壌の特性等の基本データを収集解析して、
除染対策の決定とその効果の評価が可能と
なるモニタリングシステムを開発した。 
   
(5)主要研究成果のまとめ 
本研究は、東日本大震災、火山噴火、口蹄
疫という大災害を取り上げ、その復旧・復興
過程における住民（自助）、NPO や大学（共助）、
地方自治体・国（公助）の連携のあり方を分
析し、以下の研究成果を得た。 
①未曾有の大災害では、事前に作成した危
機管理マニュアルが役に立たず、次々と発生
する問題に臨機応変に対応できるか否かが
その後の復旧・復興を大きく左右した。今後、
経験したことが無い災害（例えば、熊本群発
地震のような）が発生することは否定できず、
一般的な対応マニュアルよりも災害発生か
らの時間軸に沿った克明な災害記録とその
反省点のまとめが有効である。 
②大災害では被害の様相は多様かつ複雑
であるため、復興に関わる市町村の権限の拡
大が重要である。多くの市町村が被災した東
日本大震災の場合、市町村の取り組みがその
後の復興を大きく左右しており、住民に寄り
添い、ニーズに沿った復興対策を展開するた
めには市町村の権限拡大が不可欠である。 
③公共的な支援が難しい復興場面では NPO
による取り組みが有効である。特に公益と私
益がぶつかり合う場面では公的な支援が難
しくなり、復興の妨げとなることがある。こ
うしたケースではNPO組織を活用して共益を
実現できる対策を展開することが有効であ
る。また、産業復興の場面では、大学、企業
など専門知識・技術をもった民間組織の活動
が有効であり、市町村と連携することで有効
な復興支援活動を展開できる。 



④「災害復興基金」は、三宅島や奥尻島、
さらには雲仙普賢岳などの復興で大きな役
割を果たした。当該基金は、住民の多様なニ
ーズに柔軟に対応できる活動に活用できる
ため、住民ニーズに即した復興を可能にする。
しかし、東日本大震災のように、災害規模が
大きく、しかも広域にまたがって多様である
場合は、市町村の業務量が膨大となり、きめ
細かい基金の活用を難しくしている。利用に
関してさらなる工夫が不可欠である。 
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